第2-2-1図　景気対応緊急保証制度の保証承諾実績
～2008年10月の制度開始以来、保証承諾件数は150万件、保証承諾金額は27兆円を超えた～
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累計件数、金額、社数を確実に覚えておきましょう。

それから、リーマンショック直後の2008年12月に3兆円を超えたこと、その後、多い月でも1兆円前後で推移していたが、で震災の影響により2011年3月には1.5兆円を超えたことも重要です。出題されます。

第2-2-3図　景気対応緊急保証制度利用の最大のメリット
～規模にかかわらず「当面の運転資金が確保できた」と回答した企業が7割を超えた～
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政府が強調したい政策効果です。サブタイトルと第2位のメリットを頭に入れておきたいです。

第2-2-4図　セーフティネット貸付及び中小企業向け危機対応貸付の実績
～2011年3月31日には、貸付件数は69万件、貸付金額は15兆円を超えた～
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件数と金額は同様にガチ。推移としては、2009年12月に約9,000億円でピークアウトし、その後は4～7,000億円程度であったものの、震災等の影響で2011年3月は8,000億円を超えたという推移を押さえましょう。これも間違いなく出題されるでしょう。

第2-2-5図　公的金融機関の貸付条件の変更実績
～2010年度は単月で6,000億円から7,000億円程度で推移してきたが、2011年3月は8,600億円を超えた～
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これについても、サブタイトル及び、件数、ピークと直近の実績金額などが重要と思います。

第2-2-7図　金融機関の貸出条件変更に対する姿勢の変化（中小企業金融円滑化法施行前後の比較）
～中小企業金融円滑化法の施行前後で、金融機関の約9割、中小企業の約5割が条件変更への対応が積極化していると回答した～
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これも政策効果を強調する図表ですので、出題の可能性が高いと思います。

またこの法律は延長を繰り返していましたが、来年3月で終了することが決定しています。

第2-2-9図　貸付条件の変更内容
～「元本が据置となった」、「毎月の返済元金が減少した」と回答した中小企業の割合が高い～
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中小企業金融円滑化法施行後、金融機関は積極的に条件変更に応じており（第2-2-8図）、その主な変更内容を示しているのがこの図表です。

選択肢にされると、案外、間違いやすいと思いますので、回答割合の多い順序は、「元本据置」、「返済元金減少」、「貸出期間延長」であることをしっかりと覚えておきたいです。

第2-2-10図　中小企業が条件変更期間中に行った経営努力
～「役員報酬の削減」と回答した企業の割合が最も高い～
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この図表については、行った努力の順序が問われそうです。

順番の正誤問題や選択肢の正誤に使いやすい図表なので、少なくとも上位3位は確実に記憶しましょう。

第2-2-11図　自社の経営に関する中小企業金融円滑化法の評価
～条件変更を行った85％の中小企業が「非常に効果があった」、「やや効果があった」と回答した～
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中小企業金融円滑化法の効果をアピールするグラフです。85%もの中小企業が効果ありと回答しており、出題されそうな気がします。

第2-2-19図　雇用調整助成金等に係る休業等実施計画届受理状況（対象者数）
～2009年7月をピークに2011年2月まで対象者数は減少傾向であったが、2011年3月、4月は大企業、中小企業ともに対象者数が増加している～
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大企業、中小企業両方の推移を理解しておきたいです。

・大企業のピーク2009年3月の82万件から減少傾向、2011年3月から増加。

・中小企業のピーク2009年7月の177万件から減少傾向、同じく2011年3月から増加。

第2-2-20図　今までに効果があった中小企業支援施策及び今後必要な中小企業支援施策
～今までに効果があった施策、今後必要な施策ともに、「当面の資金繰りに関する支援」、「雇用維持に関する支援」が高いが、今後必要な施策と回答する割合は、今までに効果があった施策と回答する割合よりも低くなっていた。一方、「事業承継に関する支援」、「販路開拓に関する支援」、「事業拡大に関する新規資金調達支援」、「海外展開に関する支援」、「人材確保・育成に関する支援」等では、今後必要な施策と回答する割合は、今までに効果があった施策と回答する割合よりも高い～
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中小企業が今後求めている施策は重要な論点となります。

赤い矢印が右上を向いている支援策を、割合の高い順番に覚えましょう。

第2-2-21図　東京都大田区、静岡県浜松市、大阪府東大阪市の製造事業所数
～東京都大田区、静岡県浜松市、大阪府東大阪市といった我が国有数の中小企業の集積地でも製造事業所数が大幅に減少した～
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日本を代表する中小企業の集積地に関する統計です。

事業所数の順番、増減率の大小などが問われるのではないでしょうか。

特に増減率の数値は覚えておいた方が良いと思います。

第2-2-22図　事業引継ぎ件数
～近年は、景気後退の影響もあり、事業引継ぎ総件数、非上場企業間事業引継ぎ件数ともに減少した～
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民間企業による調査ですが、中小企業の円滑な事業継承を支援している政府としては、引き継ぎ件数が減少している現状を強調し、企業間のマッチング支援体制の強化をアピールするには格好の図表となります。

2000年代半ばから減少傾向にあることを押さえておけばいいのではないかと思います。
第2-2-26図　事業の引継ぎ時の課題
～「事業の引継ぎ先を見つけるのが難しい」と回答する中小企業が最も多く、企業間のマッチングが最大の課題となっている～
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このあたりには似たような図表が並んでいますが、「事業の引継ぎ先を見つけるのが難しい」（後継者がいない）という課題が3割を超えており、事業引継ぎを困難にしている最大の要因であるということです。

「専門知識がない」、「経営者が提供している保証や担保の解除が難しい」がそれに続く課題であることも、余裕があれば押さえておくと、国の事業引継ぎ円滑化支援策や個人保証の問題と併せて理解しやすいと思います。

第2-2-30図　中小企業の民事再生申請件数
～2000年の民事再生法施行以来、2010年3月末には、申請件数は7,100件を超え、事業再生手続として活用されている～
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経営法務でも習う民事再生法の申請件数で、2000年に施行され累計で7,100件を超えること、2008年に急増し、2009年も約700件あること、などがポイントです。

第2-2-31図　中小企業の窮境原因
～「本業の経営不振」と回答した中小企業が約5割、「金融機関による貸し渋り、貸しはがし」、「過去の経営判断の誤り」と回答した中小企業も約3割存在する～
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サブタイトル通り、民事再生を申請した中小企業の窮境原因の上位3つと、それぞれのおおよその割合をざっくりと覚えておきたいです。

第2-2-43図　貸借対照表
～債務超過企業の比率は申立の直前3期の60.8％から直近3期の41.2％に減少している～

[image: image16.png]B0 3 mtmAmiEa B ~2WRREE [ M REes
D 56 1 ~ 2 kasisid [ 3 M mmmea
T
58 =98 222 386!
L
T
EE3N 102 147 138 274
(T
o 100%

R ) SRTEH [/ CROCMBERR] (20105117, S8 URJ UY—F8IVHILF <Y (H)

G3) R

LSO LR L TS,




これと次の図表は、民事再生法適用の効果を示したものです。

どちらもサブタイトルだけはきっちりと押さえておくべきと思います。

第2-2-44図　損益計算書
～黒字収支企業の比率も、申立の直前3期の26.8％から直近3期の48.4％に増加している～
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コラム2-2-1図〔2〕　個人保証債務があることによる影響
～大企業、中小企業ともに、「経営責任の明確化、経営規律の向上」、「金融機関との信頼関係向上・維持」、「金融機関からの借入の行いやすさ」という回答が多い一方、中小企業では、「後継者への事業承継が困難になる」、「大きな設備投資に慎重になる」、「新事業への進出に慎重になる」、「廃業がしづらくなる」という回答が大企業に比べて多い～
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第2-2-26図で事業引継ぎの課題として3番目に挙がっている個人保証の問題に関する図表です。

上位3つの回答を覚えることは当然として、中小企業の回答割合が多いものが何かも併せて押さえ、個人保証が中小企業の事業運営や継続に大きな影響を与える理由を理解しておく必要があります。

中小政策でも学習しますが、事業再生はホットなテーマです。

中小企業円滑化法の最終延長期限である来年3月に向け、国も金融機関も様々な対策を取り始めています。

経営者の個人保証債務は、法人が民事再生や破産を申請しても免除されませんので、事業再生の障害になっているのも事実です。

第2-2-35～42図でこの問題が取り上げられていますので、そちらにも目を通しておいたほうがよいと思います。

第2-2-46図　資金調達構成
～中小企業は大企業に比べて自己資本比率が低く、間接金融に依存する割合が高くなっている。今回の震災でも、中小企業から地域金融機関に、資金繰りを中心に様々な相談が寄せられている～
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財務体質は中小企業の方が脆弱であることは常識的にわかることですので、それぞれの比率の数値まで押さえておきたいところです。

選択肢で数値の正誤を問われる可能性があります。

この表によって、中小企業は間接金融への依存度が相対的に高いことが示され、この後、地域密着型金融の重要性を強調する図表が続いていきます。

第2-2-50図　メインバンクへの借入申込で多かった対応（中小企業の認識）
～メインバンクが自社のことを明確に理解していると回答した中小企業は、約半数が増額セールスを受けている～
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金融機関との関係がいかに重要かを示す図表です。

「明確に理解している」、「全く理解していない」の両極端の場合の、融資申込に対する対応の違い（増額セールス、拒絶・減額）の構成比をざっくりと押さえておいたほうが良さそうです。

この図表の前後に、地域密着型金融を取り上げた図表が並んでいますので、中小企業とメインバンクの関係について理解をしておいてください。
第2-2-54図　重視する相談項目
～中小企業は、「新規分野への進出に関する相談」と回答する割合が最も高い一方、金融機関は、「経営計画の作成に関する相談」を重視している割合が最も高い～
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中小企業と金融機関の重視している相談項目の違いを表しています。

中小企業側は事業に関する相談、金融機関は経営に関する相談を重視しており、どちらも2倍程度の開きが出ていることを把握しておけばよいと思います。

地域密着型金融を推進していく中で、中小企業と金融機関の関係構築、必要とするコンサルティング機能の強化などが白書の論点となっています。
